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〔
政

令
〕

〇
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施

行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
一
四
）

〇
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令
（
一
五
）

〔
告

示
〕

〇
国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一
条
の
規
定
に

よ
る
国
債
の
買
入
消
却
に
関
す
る
件

（
財
務
二
三
）

〇
墜
落
制
止
用
器
具
の
規
格

（
厚
生
労
働
一
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
農
林
水
産
一
三
〇
〜
一
三
九
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
一
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件（
中
部
地
方
整
備
局
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件（
中
国
地
方
整
備
局
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
一
〇
、
一
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
六
、
七
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

内
閣
府

法
務
省

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

中
部
地
方
整
備
局
公
示（
中
部
地
方
整
備
局
）

九
州
地
方
整
備
局
公
示（
九
州
地
方
整
備
局
）

通

運

海
事
補
佐
人
の
登
録
、
登
録
抹
消

（
海
難
審
判
所
）

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
事
業
主
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁商

業
登
記
抹
消
、
有
権
者
申
出
方
、
金
融

商
品
取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
戻
し
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
会
社
更
生
、
再
生
関

係
会
社
そ
の
他

◇
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部

を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
一
四
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

所
得
の
少
な
い
被
保
険
者
に
対
し
て
課
す
る
後
期
高

齢
者
医
療
の
保
険
料
の
算
定
に
係
る
基
準
に
つ
い
て
、

当
該
保
険
料
に
係
る
被
保
険
者
均
等
割
額
の
一
〇
分
の

五
を
減
額
し
て
当
該
保
険
料
を
算
定
す
る
場
合
に
お
け

る
被
保
険
者
数
に
乗
ず
る
金
額
を
二
七
万
五
、
〇
〇
〇

円
か
ら
二
八
万
円
に
引
き
上
げ
、
当
該
保
険
料
に
係
る

被
保
険
者
均
等
割
額
の
一
〇
分
の
二
を
減
額
し
て
当
該

保
険
料
を
算
定
す
る
場
合
に
お
け
る
被
保
険
者
数
に
乗

ず
る
金
額
を
五
〇
万
円
か
ら
五
一
万
円
に
引
き
上
げ
る

こ
と
と
し
た
。（
第
一
八
条
第
四
項
関
係
）

２

こ
の
政
令
は
、
平
成
三
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

◇
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
一
五
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

国
民
健
康
保
険
の
保
険
料
の
基
礎
賦
課
額
に
係
る
賦

課
限
度
額
を
五
八
万
円
か
ら
六
一
万
円
に
引
き
上
げ
る

こ
と
と
し
た
。（
第
二
九
条
の
七
第
二
項
及
び
附
則
第
四

条
第
二
項
関
係
）

２

低
所
得
者
に
対
し
被
保
険
者
均
等
割
額
及
び
世
帯
別

平
等
割
額
を
減
額
す
る
基
準
に
つ
い
て
、
こ
れ
ら
の
額

の
一
〇
分
の
五
を
減
額
し
て
国
民
健
康
保
険
の
保
険
料

を
算
定
す
る
場
合
に
お
け
る
被
保
険
者
数
に
乗
ず
る
金

額
を
二
七
万
五
、
〇
〇
〇
円
か
ら
二
八
万
円
に
引
き
上

げ
、
こ
れ
ら
の
額
の
一
〇
分
の
二
を
減
額
し
て
当
該
保

険
料
を
算
定
す
る
場
合
に
お
け
る
被
保
険
者
数
に
乗
ず

る
金
額
を
五
〇
万
円
か
ら
五
一
万
円
に
引
き
上
げ
る
こ

と
と
し
た
。（
第
二
九
条
の
七
第
五
項
関
係
）

３

高
額
療
養
費
制
度
及
び
高
額
介
護
合
算
療
養
費
制
度

に
お
い
て
、
自
己
負
担
限
度
額
が
低
く
設
定
さ
れ
る
低

所
得
世
帯
の
判
定
基
準
の
う
ち
、
倒
産
、
雇
止
め
等
に

よ
り
非
自
発
的
な
離
職
を
し
た
特
例
対
象
被
保
険
者
等

の
属
す
る
世
帯
を
対
象
に
設
定
し
て
い
る
判
定
基
準
の

特
例
に
つ
い
て
、
２
に
準
じ
た
所
要
の
改
正
を
行
う
こ

と
と
し
た
。（
第
二
九
条
の
三
第
一
〇
項
及
び
第
二
九
条

の
四
の
三
第
六
項
関
係
）

４

こ
の
政
令
は
、
平
成
三
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。
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